
要配慮者利用施設の避難確保計画作成及び避難訓練実施・報告の促
進について

平成２９年６月に水防法及び土砂災害防止法が改正され、東大阪市地域防災計画において、
浸水想定区域内または土砂災害警戒区域内に所在する要配慮者利用施設を位置付けた。これ
により要配慮者利用施設として位置付けられた施設の所有者または管理者は避難確保計画の
作成が義務付けられ、さらに令和３年７月に水防法及び土砂災害防止法が改正され、避難確
保計画に基づく避難訓練の実施・報告も義務化された。当施設に対して更なる周知及び計画
作成の促進に取り組んだ。

◆経緯

東大阪市

平成２９年６月の法改正を受けて、平成３０年度に要配慮者利用施設の庁内所管部署が集ま
り、要配慮者利用施設への案内文・避難確保計画の雛型（東大阪市版）・施設一覧など全庁
的に統一して取り組めるように会議を重ねた。さらに令和３年５月に避難訓練の実施・報告
も義務化されたことを受け、市独自の避難訓練実施報告書を作成し、庁内所管部署が集まっ
た会議を通じて施設に対する周知徹底を図った。

◆内容

◆効果

・庁内で共通認識を持って該当施設へ避難
確保計画の作成や避難確保計画に基づく避
難訓練の実施・報告について、庁内連携を
図りながらスムーズに案内できた。
・市独自の避難確保計画の雛型を作成した
ことで提出の迅速化に繋がり、令和４年３
月末で作成率９８．９％まで達した。


